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経営者平均年齢

女性の経営参画

経営

輸出の取組み

輸出先国（上位三ヵ国）

再生可能エネルギーの活用

売上 取組み平均売上高

58.6歳

54.1％
全国平均37.8％

全国平均67.8歳
現在の経営課題

資材コスト  
［2年連続］

香港1位 35先
シンガポール2位 19先

台湾 19先

第1位

稲作

37.8％

54.1％

3億7,558万円2億8,714万円
2022年

2012年

10年前比

約131％

経営規模（全国比）

7.5％……

10年前比

+19pt
24.1％

5.1％

2012 2022

約36倍
露地野菜

約34倍
肉用牛

約29倍

2022年版農業法人白書　（公社）日本農業法人協会 | 調査結果の概要＊ 図表中の割合の合計は、四捨五入の関係で 100% にならない場合がある。
＊ 図中表の N または n は、有効回答数を示している。

調査結果の概要 

調査名 調査期間 調査票配布数 有効回答数 有効回答率

農業法人実態調査 2022 年 10 月～ 2023 年 2 月 2,068 1,412 68.3%

調査対象：公益社団法人日本農業法人協会会員　　　　
実施方法：WEB 及び郵送留置法
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19.8%

18.8%

30.8%

13.1%

7.7%
9.8%

～5,000万円
5,000万円～１億円
１億円～３億円
３億円～10億円
10億円以上
無回答

41.6%

43.2%

12.3%

0.9%
2.0% 株式会社

特例有限会社
農事組合法人
合同会社
その他

28.4%

31.4%
5.2%

22.9%

2.8%
6.4% 2.9%

生産
生産・販売
生産・加工
生産・販売・加工
生産・販売・観光
生産・販売・加工・観光
その他

会社形態 （N=1,412）

■会社形態は、特例有限会社を含む株式会社が84.8％。
■生産以外にも加工や販売など多角化に取組んでいる先は７割超。
■売上規模の回答があった先のうち、１億円以上の先は57.2％、10億円以上の先は8.6％。

22.7%

13.6%

3.2%15.6%
9.3%

14.9%

20.7%

北海道・東北

関東

東海

北信越

近畿

中国・四国

九州・沖縄

地域 （N=1,412）

売上規模 （N=1,412）

経営の多角化 （N=1,412）

57.2%が１億円以上

8.6%が10億円以上
（無回答を除く）

84.8%が株式会社
（特例有限会社も含む）

71.6%が多角化段階

会社形態・売上規模・経営の多角化・地域構成1-1
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稲作
31.7%

野菜
28.3%

果樹
8.6%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

畜産 18.6%
■養豚 5.4%

■酪農 3.8%

■肉用牛 3.2%

■採卵鶏 4.6%

■ブロイラー 1.2%

■その他畜産 0.4%

その他 12.7%
■麦類・穀類・芋類・工芸 5.5%

■花き 3.8%

■きのこ 2.3%

■その他耕種 1.1%

50.4%

32.0%

21.4%

58.7%

62.0%

45.7%

64.1%

76.5%

35.1%

36.5%

3.9%

3.9%

2.0%

6.3%

1.5%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

その他(N=129)

畜産(N=153)

果樹(N=98)

野菜(N=288)

稲作(N=337)
平地農業地域 中山間農業地域 都市的地域

業種*

■業種では「稲作」が最も多く31.7%、次いで「野菜」が28.3%、「畜産」が18.6%。
■営農地域は、稲作と野菜で「平地農業地域」が最も多く、果樹と畜産で「中山間農業地」が
最も多い。「都市的地域」の割合が最も高かったのは野菜で6.3％。

（N=1,412）

業種別営農地域 （N=1,005）

＊ 業種は主たる業種を集計

業種・営農地域1-2
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64.9

33.5

10.4
17.1

5.3 3.01.8 1.0 0.7
0

20

40

60

80

稲作 露地野菜 果樹

…当協会会員平均
稲 作 N=442
露地野菜 N=175
果 樹 N=106

法人経営体平均*

（㏊）

■全国*

■全国平均と比べ、当協会会員の土地利用型の経営規模は「稲作」36.1倍、「露地野菜」33.5倍、
「果樹」14.9倍、「施設園芸」8.2倍。

■「稲作」を15ha以上耕作している経営体の割合は、当協会会員は91.6％、全国では1.8％と
会員の経営規模は大きい先が多い。

23,896.8

6,974.4

2,896.6

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

施

当協会会員平均

法人経営体*

全国*

(㎡)

92.6%

1.8%

5.6%

6.6%

1.8%

91.6%

0% 50% 100%

全国*

当協会
会員

（N=442）

５ha未満

5～15ha未満

15ha以上

95.9%

30.8%

2.7%

20.2%

1.5%

49.0%

0% 50% 100%

全国*

当協会
会員

（N=396）

５ha未満

５～10ha未満

10ha以上

96.8%

18.6%

2.4%

19.5%

0.7%

61.9%

0% 50% 100%

全国*

当協会
会員

（N=118）
３ha未満

３～５ha未満

５ha以上

果樹

野菜

稲作耕種

施設園芸

土地利用型

＊ 「2020年農林業センサス」（農林水産省）（ https://www.maff.go.jp/j/tokei/census/afc/2020/ ）をもとに
（公社）日本農業法人協会作成。（以下、「 2020年農林業センサス」と表記）

全国比
36.1倍

法人経営体比
3.8倍

全国比
33.5倍

法人経営体比
6.3倍

全国比
14.9倍

法人経営体比
3.5倍

全国比
8.2倍

法人経営体比
3.4倍

経営規模1-3
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経営規模

…当協会会員平均
肉用牛
（肥育・繁殖） N=45
酪農（乳用牛） N=52
養豚（母豚） N=72
採卵鶏 N=61

法人経営体平均*

■全国平均と比べ、当協会会員の畜産の経営規模は、「肉用牛」28.9倍、「酪農」6.3倍、
「養豚」6.1倍、「採卵鶏」3.7倍。

■「肉用牛」を500頭以上飼育している経営体の割合は、当協会会員は62.2％、全国では3.5％と
大規模先が多い。

1626.5

605.6
747.0

213.9
422.5

276.6 214.8 155.6
56.3 95.8 123.1 57.9

0
200
400
600
800

1,000
1,200
1,400
1,600
1,800

肉用牛 酪農（乳用牛） 養豚（母豚） 採卵鶏

（頭･千羽）

98.0%

30.8%

1.2%

36.5%

0.9%

32.7%

0% 50% 100%

全国*

当協会
会員

（N=52）

１～199頭 200～499頭
500頭以上

64.8%

6.9%

18.3%

18.1%

16.9%

75.0%

0% 50% 100%

全国*

当協会
会員

（N=72）

１～1,999頭 2,000～4,999頭
5,000頭以上

畜産

酪農 養豚 採卵鶏

肉用牛

畜産

＊ 2020年農林業センサス

64.8%

9.8%

18.3%

54.1%

16.9%

36.1%

0% 50% 100%

全国*

当協会
会員

（N=61）

１～9,999頭 10,000～99,999頭
100,000頭以上

93.7%

24.4%

2.8%

13.3%

3.5%

62.2%

0% 50% 100%

全国*

当協会
会員

（N=45）

１～299頭 300～499頭
500頭以上

全国比
28.9倍

法人経営体比
3.8倍

全国比
6.3倍

法人経営体比
2.2倍

全国比
6.1倍

法人経営体比
3.5倍

全国比
3.7倍

法人経営体比
1.4倍

1-4

■全国*
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1,205 1,217 1,254 1,261 1,235 

657 663 671 671 670 

424 460 485 491 506 

228 
351 

287 285 285 

200

400

600

800

1,000

1,200

1,400

2018 2019 2020 2021 2022

肉用牛（N=20・肥育牛頭数）
養豚（N=37・母豚頭数）
酪農（N=17・経産牛頭数）
採卵鶏（N=24・飼養羽数（千羽））

■業種によってバラツキがあるものの、経営規模は概ね拡大傾向。
■特に「稲作（75.6ha）」は前年比103％と他の業種と比べ拡大が進んでいる。

畜産*

13,449 13,642 13,689 

14,127 14,243 

13,388 
13,412 13,471 

13,353 

14,077 

7,290 7,503 
7,814 7,814 7,814 

7,000

9,000

11,000

13,000

15,000

2018 2019 2020 2021 2022

施設花き・花木（N=16）
施設野菜（N=17）
きのこ（N=7）

施設型*

66.1 68.3 
71.1 73.1 

75.6 

31.6 33.9 34.2 35.3 34.3 

10.1 10.4 10.5 10.5 10.6 

5

15

25

35

45

55

65

75

2018 2019 2020 2021 2022

稲作（N=243）
露地野菜（N=65）
果樹（N=44）

土地利用型*
（単位：ha）

（単位：㎡）

＊ ５年連続で回答した先のみ集計。

業種別の平均経営規模の推移1-5
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87.0%

26.1%

2.7%

8.8%

23.8%

8.6%

2.1%

14.1%

10.7%

1.3%

15.9%

20.9%

0.7%

15.6%

41.9%

0.1%

4.5%

15.3%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全国*

法人経営体*

当協会会員

～1,000万円未満 1,000万円～3,000万円未満 3,000万円～5,000万円未満 5,000万円～１億円未満 １億円～５億円未満 ５億円以上

■売上高規模別では「１億円以上」の先は57.2％となっており、全国の0.8％を
大きく上回る。全業種の平均売上高は３億7,558万円。

■一方、「1,000万円未満」の先は2.7％となっており、全国の87.0％と比べ僅
少。

売上高規模別割合

* 2020年農林業センサス

57.2%
１億円
以上

20.1%
１億円
以上

0.8%
１億円
以上

売上規模1-6
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■平均売上高は、全業種で３億7,558万円、耕種で２億1,386万円、
畜産で10億2,490万円。

１億1,394万円

２億7,040万円

２億7,805万円

２億2,351万円

１億8,364万円

６億5,085万円

８億7,897万円

９億7,522万円

７億1,296万円

13億5,186万円

17億8,305万円

1.6%

6.8%

7.0%

7.7%

18.0%

35.2%

21.8%

23.9%

30.5%

3.1%

8.2%

16.3%

5.8%

6.3%

10.0%

24.1%

21.0%

19.4%

31.6%

18.8%

43.8%

27.4%

18.6%

25.0%

46.9%

58.0%

24.1%

38.1%

37.3%

32.1%

50.0%

26.6%

35.6%

30.2%

30.8%

31.3%

12.0%

12.0%

12.0%

14.9%

4.8%

31.3%

25.0%

21.9%

27.9%

30.8%

15.6%

2.0%

4.6%

7.0%

4.5%

1.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

ブロイラー（n=16）

採卵鶏（n=64）

養豚（n=73）

肉用牛（n=43）

酪農（n=52）

きのこ（n=32）

花き（n=50）

果樹（n=108）

野菜（n=357）

麦類・穀類・芋類・工芸（n=67）

稲作（n=393）
～5,000万円未満 5,000万円～１億円未満 １億円～３億円未満 ３億円～10億円未満 10億円以上

業種別 売上高規模構成・平均売上高

耕
種

畜
産

（全業種平均売上高）

３億7,558万円（N=1,255）*

（耕種平均売上高）

２億1,386万円

（畜産平均売上高）

10億2,490万円

売上の構成①（業種別）1-7
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■現在、抱えている経営課題は「資材コスト」が63.4%と最多。長年経営課題のトップであっ
た「労働力」は2021年以降２番目に後退。一方、業種別に経営課題をみると、「野菜」と
「果樹」においては「労働力」が最多。

■コスト高騰を背景に、「農産物の販売価格」や「価格転嫁できない」といった課題も多い。

現在の経営課題

68.5%

45.2%

45.0%

34.0%

32.4%

資材コスト

労働力

農産物の販売価格

基盤整備

価格転嫁ができない

稲作
１位
２位
３位
４位
５位

59.4%

59.1%

48.8%

45.8%

43.7%

労働力

資材コスト

価格転嫁ができない

流通コスト

農産物の販売価格

野菜

58.8%

45.4%

42.9%

36.1%

26.9%

労働力

人材の定着

資材コスト

流通コスト

国内販路の開拓

果樹

77.2%

55.2%

36.3%

30.9%

26.3%

資材コスト

労働力

価格転嫁ができない

人材の定着

農産物の販売価格

畜産

複数回答（単位：先・N=438）

複数回答（単位：先・N=389）

複数回答（単位：先・N=119）

複数回答（単位：先・N=259）

875 63.4%
739 53.6%

514 37.2%
506 36.7%

450 32.6%
435 31.5%

284 20.6%
260 18.8%
254 18.4%
248 18.0%

131 9.5%
126 9.1%
122 8.8%
120 8.7%
96 7.0%
88 6.4%
64 4.6%
55 4.0%
50 3.6%
20 1.4%

資材コスト
労働力

農産物の販売価格
価格転嫁ができない

流通コスト
人材の定着
資金調達

国内販路の開拓
経営継承
基盤整備

輸出
技術開発（品種、AI、農業機械等）

6次産業化
農地制度

環境政策（みどり戦略等）
税制（相続・贈与・経営継承等）

法規制
農産物の安全・安心

セーフティネット（保険等）
その他

現在の経営課題 複数回答（単位：先・N=1, 380）
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経営課題推移（過去５年）

2018 2019 2020 2021 2022

労働力 資材コスト 農産物の販売価格

2-1

１位
２位
３位
４位
５位

１位
２位
３位
４位
５位

１位
２位
３位
４位
５位

１位
２位
３位



929 79.2%
536 45.7%

443 37.8%
398 33.9%

326 27.8%
318 27.1%

76 6.5%
70 6.0%
65 5.5%
61 5.2%
57 4.9%
47 4.0%
46 3.9%
12 1.0%
8 0.7%
6 0.5%
20 1.7%

生産コストの上昇
生産物価格の下落

労働力の不足
価格転嫁ができない
流通コストの上昇

天候不順等による収量の減少
農業等の政策変更
資金調達が困難

自身や従業員の怪我・病気
後継者の不足

海外からの農産物の輸入
消費者行動の変化

地域における離農者の増加
安全・安心に関すること

品種の海外流出
技術・ノウハウの流出

その他

809 60.8%
520 39.1%

420 31.6%
413 31.0%
412 31.0%

289 21.7%
282 21.2%
265 19.9%

185 13.9%
89 6.7%
74 5.6%
51 3.8%
33 2.5%
27 2.0%
73 5.5%

複数販路の確保
収入保険への加入

多品目生産
スマート農業の導入

多角化経営
資材購入先の変更
外国人材の活用
国内資材の活用

民間保険への加入
異業種展開

他地域・他県での生産
災害等に備えた準備・計画の策定

営業秘密の管理
その他

特にしていない

■経営リスクは、「生産コストの上昇」「生産物価格の下落」「労働力の不足」が多い。
■経営リスクに対する対策は「複数販路の確保」が最多。次いで、「収入保険への加入」。
■収入保険への加入状況は、売上規模が大きくなるほど「未加入」先の割合が多くなっている。
■事業継続計画（BCP）の策定状況は3.8％で、民間企業に比べ取組みが進んでいない状況が
明らかになった。
経営リスク 経営リスクへの対策複数回答（単位：先・N=1, 173） 複数回答（単位：先・N=1, 331）

3.8%

17.7%

0%

10%

20%

当協会会員
（N=1,331）

民間企業*²

事業継続計画（ＢＣＰ）の策定状況

*１ 農林水産省「収入保険データ集（令和４年11月末時点）」2023年１月
*２ (株)帝国データバンク「事業継続計画（BCP）に対する企業の意識調査」2022年6月

収入保険加入率

39.1%
32.4%

21.5%

0%

20%

40%

60%

当協会会員
（N=1,331）

法人経営体*¹ 個人*¹

売上規模別収入保険加入状況 （N=1,215）

17.5%

23.7%

37.4%

47.3%

52.3%

82.5%

76.3%

62.6%

52.7%

47.7%

10億円以上

３億円～10億円未満

１億円～３億円未満

5,000万円～１億円未満

～5,000万円未満
加入 未加入

経営リスク2-2
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34,738 34,565 

35,436 32,987 
37,556 

36,282 34,909 

31,522 32,751 

25,000

30,000

35,000

40,000

2018 2019 2020 2021 2022*³

当協会会員 中小企業*¹

■売上規模別では「１億円以上」の先は57.2％で、中小企業の36.1％を21.1ポイント上回る。
また、平均従事者数は18.5名で、中小企業の15.2名を３名上回った。

■一方、従事者１名あたりの売上高は中小企業に比べて約３割ほど低く、生産性に課題が
ある事が浮き彫りとなった。

【付録】中小企業との比較について

平均売上高の推移 従事者１名あたり売上高の推移（単位：万円）

平均従事者数の推移売上規模
（人）

14.7%

2.7%

21.5%

8.6%

11.6%

10.7%

16.2%

20.9%

26.1%

42.0%

10.0%

15.2%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

中小企業

当協会会員

～1,000万円未満 1,000万円～3,000万円未満 3,000万円～5,000万円未満
5,000万円～1億円未満 1～5億円未満 5億円以上

（単位：万円）

*１ 「令和3年中小企業実態基本調査」（中小企業庁）（ https://www.chusho.meti.go.jp/koukai/chousa/kihon/index.htm ）
をもとに（公社）日本農業法人協会作成。

*２ 5年連続で回答した先のみ集計
*３ 2022年中小企業データは、2023年６月時点では未公表。

1,486 1,471 1,384 
1,520 

1,398 

2,194 2,182 
2,039 

2,158 

1,250
1,450
1,650
1,850
2,050
2,250
2,450

2018 2019 2020 2021 2022*³

当協会会員（N=170)*²
中小企業*¹

17.9 17.7 17.3 18.5 18.5

16.5 
16.0 

15.5 
15.2 

0

10

20

30

2018 2019 2020 2021 2022*³

当協会会員*²
中小企業*¹

57.2%

36.1%
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「食料・農業・農村基本法」の見直しに対する意見について 

 

 

2023年５月 29日 

公益社団法人 日本農業法人協会 

 

ガット・ウルグアイ・ラウンドの農業交渉の決着や米の大凶作を契機に、６年にも及ぶ国民

的議論を経て、食料の安定供給を主眼とした「食料・農業・農村基本法（以下「現行法」とい

う。）」が 1999年に制定された。 

この現行法の柱は、農業の有する「食料の安定供給機能」と「多面的機能」の重要性に鑑み、

「農業の持続的な発展」に向け、効率的かつ安定的な農業経営を育成し、これらの農業経営が

農業生産の相当部分を担う農業構造を確立させ、経営意欲のある農業者が創意工夫を活かした

経営ができるようにすることである。 

現行法制定からおよそ四半世紀が経過し、法人をはじめとする効率的かつ安定的な農業経営

が、そのシェアを拡大し、「国の礎」といえる国民への食料の安定供給機能の中心的な役割を担

うようになってきている。 

このことから、当協会は次期通常国会等において現行法の見直しをするにあたっては、ロシ

アのウクライナ侵攻後の状況も踏まえ、下記の事項を申し入れる。 

 

記 

 

１. 「効率的かつ安定的な農業経営を育成し、これらの農業経営が農業生産の相当部分を担う

農業構造を確立させ、経営意欲のある農業者が創意工夫を活かした経営ができるようにす

ること」という現行法の政策方針を踏まえるとともに、「地域計画」の策定にあたり、これ

らの農業経営が主体的かつ積極的に関与できるよう協議の場に位置付けること。 

２. 効率的かつ安定的な農業経営の発展にとって最も重要なのは、農地バンクの活用による農

地利用の集積・集約化及び農地の区画拡大であり、それが効率的かつ安定的な農業経営の

ニーズを十分に踏まえて進むように、各種制度等のあり方を徹底して見直すとともに、地

域ごとの取組みの格差をなくし全国平準化を図ること。 

３. 食料の安定供給を確保するためには、消費者の行動も重要であり、「消費者の役割」（第 12

条）に「将来にわたる食料の安定供給を考慮して消費行動を行うよう努めること」を追加

すること。 

４. 農業生産の拡大・発展及び食料の安定供給を確保するには、国産農産物の輸出の拡大が極

めて重要であり、「輸出拡大」を「現行法の基本理念（食料の安定供給の確保）」（第２条）

に位置付けるとともに、「農業団体や食品事業者の努力義務」（第９条及び第 10条）に「輸

出拡大」を追加すること。 

５. 農業資材対策（第 33 条）に関し、農業資材費の低減に資する施策だけでなく、「農業資材

の安定供給の確保に資する施策」を講じるよう、現行法に加えること。 

６. 農業経営安定対策（第 30条第２項）に関し、農産物価格の著しい変動が及ぼす影響を緩和

する施策だけでなく、「農業資材価格の変動が及ぼす影響を緩和する施策」を講じるよう、

現行法に加えるとともに、配合飼料価格安定制度の仕組みを抜本的に見直すなど、早急に

措置を講じること。 

７. 農産物の価格形成（第 30条第１項）に関し、需給事情及び品質評価を適切に反映するだけ

でなく、「生産コスト」も適切に反映されるよう、現行法に加えること。そのためにも、農

業生産者・流通業者・消費者が農業の生産現場の状況を共有し、農産物の販売価格の改定

を理解してもらえる場を創設すること。 

以上 



第2回 農業におけるコスト高騰緊急アンケート

調査期間 ：2022年11月19日（土）～2022年12月２日（金）（14日間）

調査対象 ：公益社団法人日本農業法人協会正会員

調査方法 ：WEB 又は FAX による回答

調査目的 ：農業生産現場におけるコスト高騰による農業経営への影響把握

有効回答 ：460先（回答率：22.1％／調査対象先数 2,082先）

目 次

１． 回答先概要①（地域・業種・売上規模）

２． 回答先概要②（主な販売先）

概 要

2022年12月 コスト高騰緊急アンケート （公社）日本農業法人協会Ι ※ 図表中の割合の合計は、四捨五入の関係で100%にならない場合がある。
※ 図中表のNは、有効回答数を示している。

10． 値上げできない状況①（要因など）

11． 値上げできない状況②（価格改定期間など）

12． 今後の意向と課題①（利益率の現実と理想）

13． 今後の意向と課題②（価格の意向と仕組み）

14． 今後の意向と課題③（周辺農家の動き）

15． 生産資材①（国産資材の活用状況など）

16． 生産資材②（安定的な入手に向けた課題）

17． 需要に応じた生産への意向

18． 輸出の取組み意向

■ 回答先概要

■ 持続的な需要に応じた生産に向けた取組み

■ 農業経営をとりまく現状

３． 生産に係る経費の状況（2021年10月比）

４． 販売価格の状況①（全体・業種別）

５． 販売価格の状況②（販売先別）

６． 販売価格の状況③（状況変化/５月➡11月）

７． 価格転嫁を実現した状況①（要因・努力）

８． 価格転嫁を実現した状況②（値上げ率など）

９． 【参考】価格転嫁を実現した具体例
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